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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
2015年３月期 
第１四半期 
連結累計期間 

2016年３月期 
第１四半期 
連結累計期間 

2015年３月期 

会計期間 
自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日 

自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日 

自 2014年４月１日 
至 2015年３月31日 

営業収益 （百万円） 24,826 27,802 106,167 

税引前四半期利益又は税引前利

益 
（百万円） 12,345 16,962 54,887 

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）利益 
（百万円） 7,921 10,773 34,427 

親会社の所有者に帰属する四半

期（当期）包括利益 
（百万円） 7,781 10,820 40,863 

親会社の所有者に帰属する持分 （百万円） 207,470 237,646 235,611 

総資産額 （百万円） 22,817,014 25,296,188 27,746,771 

基本的１株当たり四半期（当

期）利益 
（円） 28.85 39.24 125.41 

希薄化後１株当たり四半期（当

期）利益 
（円） － － － 

親会社所有者帰属持分比率 （％） 0.9 0.9 0.8 

営業活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △3,158 8,095 37,346 

投資活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） 16,509 △5,433 △5,563 

財務活動によるキャッシュ・フ

ロー 
（百万円） △7,422 △8,793 △22,364 

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高 
（百万円） 56,640 53,984 60,114 

（注）１．上記指標などは、国際会計基準（以下、「IFRS」という。）により作成された要約四半期連結財務諸表及び連

結財務諸表に基づいております。

２．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

３．営業収益には、消費税等は含まれておりません。

４．希薄化後１株当たり四半期（当期）利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。
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＜参考＞

当社グループの資産及び負債には、連結子会社である株式会社日本証券クリアリング機構が清算機関として引き受けた

「清算引受資産・負債」及び清算参加者から担保として預託を受けた「清算参加者預託金」が両建てで計上されておりま

す。「清算引受資産・負債」及び「清算参加者預託金」は、多額かつ清算参加者のポジションなどにより日々変動するこ

とから、当社グループの資産及び負債の額は、これらの変動に大きな影響を受けております。その他、金融商品取引の安

全性を確保するための諸制度に基づく「信認金」、「取引参加者保証金」及び「違約損失積立金」が資産及び負債に計上

されております。

経営指標等のうち、これらの資産及び負債を控除した数値は、以下のとおりです。

回次
2015年３月期
第１四半期

連結累計期間

2016年３月期
第１四半期
連結累計期間

2015年３月期

親会社の所有者に帰属する

持分
（百万円） 179,522 209,698 207,663 

総資産額 （百万円） 267,097 293,016 288,149 

親会社所有者帰属持分比率 （％） 67.2 71.6 72.1 

（注） 総資産額は「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及び「違約損失積立金」、親会社の所有者に

帰属する持分は、「違約損失積立金」をそれぞれ控除して算出した数値です。

 

 

２【事業の内容】

当第１四半期連結累計期間において、当社及び当社の関係会社が営む事業の内容について、重要な変更はありませ

ん。

また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当第１四半期連結累計期間において、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更

があった事項は、次のとおりです。変更箇所は下線で示しており、変更箇所の前後について記載を一部省略していま

す。 

また、以下の見出しに付された項目番号は、前事業年度の有価証券報告書における「第一部 企業情報 第２ 事

業の状況 ４．事業等のリスク」の項目番号に対応したものです。 

文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものです。 

 

７．決済履行確保の枠組みについて 

（前略） 

④ 流動性の確保 

清算参加者の決済不履行時に必要となる流動性を確保するため、資金決済銀行との間で流動性供給に関する契約を

締結しております。

また、資金の流動性供給枠の十分性については、定期的に確認を行っております。

 

（損失補償制度の概要） 

清算参加者が決済不履行を起こした場合、株式会社日本証券クリアリング機構は、当該清算参加者を当事者とする

債務の引受け又は負担の停止並びに株式会社日本証券クリアリング機構が当該清算参加者に引き渡すべき有価証券及

び金銭の引渡しを停止するとともに、引渡しを停止した有価証券及び金銭を、当該清算参加者の決済不履行の弁済に

充当します。 

 

以上の処理後においても、株式会社日本証券クリアリング機構の損失が解消されない場合には、以下に記載する方

法により、損失の補填を行います。なお、この補填は、有価証券の売買、先物・オプション取引、店頭デリバティブ

取引及び国債店頭取引のそれぞれの清算に係る損失について、不履行清算参加者の清算資格に応じて、個別に行いま

す。 

 

決済不履行発生時の有価証券の売買及び先物・オプション取引の清算に係る損失については、次に掲げる順序によ

り、補填を行います。 

① 不履行清算参加者が預託している担保（清算基金や取引証拠金）による補填 

② 金融商品取引所等の損失補償による補填7 

③ 株式会社日本証券クリアリング機構による補填 

④ 不履行清算参加者以外の清算基金による補填（先物・オプション取引のみ） 

⑤ 不履行清算参加者以外による相互保証 

 

したがって、清算参加者の決済不履行により、株式会社日本証券クリアリング機構に損失が生じた場合で、上記①

の対応によっても、同社の損失を補填しえない場合には、②については、損失補償契約に定められた金額（現物取

引：104億円、先物・オプション取引：174億円）を上限として、株式会社東京証券取引所又は株式会社大阪取引所が

補填を行うことにより、また、③については、株式会社日本証券クリアリング機構が証券取引等決済保証準備金とし

て積み立てた金額（200億円）を上限として補填を行うことにより、当社グループに損失が生じる可能性がありま

す。 

（後略） 

 

 

２【経営上の重要な契約等】

当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。 
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３【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

（１）経営成績に関する説明 

当社の当第１四半期連結累計期間（2015年４月１日～2015年６月30日）の連結業績は、現物の売買代金及びデリバテ

ィブの取引高がともに前年同期を上回ったことなどから営業収益は278億2百万円（前年同期比12.0％増）となる一方、営

業費用は114億98百万円（前年同期比12.1％減）となったことから、営業利益は167億37百万円（前年同期比37.7％増）、

税引前四半期利益は169億62百万円（前年同期比37.4％増）となりました。 

また、税金費用を計上した後の最終的な親会社の所有者に帰属する四半期利益は107億73百万円（前年同期比36.0％

増）となりました。 

 

＜参考＞ 

  前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 
  至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 
 至 2015年６月30日) 

   
前第１四半期 
連結会計期間末 

（2014年６月30日） 
 

当第１四半期 
連結会計期間末 

（2015年６月30日） 

TOPIX 
1,132.76ポイント 

～1,269.04ポイント 
1,262.56ポイント 

1,528.99ポイント 
～1,679.89ポイント 

1,630.40ポイント 

日経平均株価 
13,910.16円 

～15,376.24円 
15,162.10円 

19,034.84円 
～20,868.03円 

20,235.73円 

JPX日経400 
10,314.83ポイント 

～11,548.81ポイント 
11,466.23ポイント 

13,890.43ポイント 
～15,159.05ポイント 

14,716.19ポイント 

 

（営業収益の状況） 

①取引関連収益 

取引関連収益は、現物の売買代金及びデリバティブの取引高等に応じた「取引料」、取引参加者の取引資格に応じた

「基本料」、注文件数に応じた「アクセス料」、利用する売買システム施設の種類に応じた「売買システム施設利用料」

等から構成されます。 

当第１四半期連結累計期間の取引関連収益は、現物の売買代金及びデリバティブの取引高がともに前年同期を上回っ

たことなどから、前年同期比15.9％増の129億12百万円となりました。 

 

・取引関連収益の内訳 

    （単位：百万円） 

 

前第１四半期連結累計期間 
(自 2014年４月１日 

 至 2014年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 2015年４月１日 

 至 2015年６月30日) 

     増減（％） 

取引関連収益 11,140 12,912 15.9 

  取引料 9,092 10,684 17.5 

   現物 6,753 7,985 18.2 

   デリバティブ 2,339 2,699 15.4 

     TOPIX先物取引 396 441 11.4 

     日経平均株価先物取引（注１） 856 1,069 24.8 

    日経平均株価指数オプション取引（注２） 685 661 △3.4 

     長期国債先物取引 355 437 23.2 

     その他 45 88 94.6 

  基本料 268 266 △0.7 

  アクセス料 1,147 1,231 7.3 

  売買システム施設利用料 615 709 15.3 

  その他 16 21 26.7 

（注１） 日経225mini先物取引を含めております。 

（注２） Weeklyオプション取引を除きます。 
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＜参考＞ 
・株券の売買代金及びデリバティブの取引高等（立会内外含む） 

    １ 日 平 均 期 間 合 計 

 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
 至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
 至 2015年６月30日) 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
 至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
 至 2015年６月30日) 

        増減(％)     増減(％) 

＜現物＞            

  東証市場第一部・
二部 
売買代金 
（百万円） 

2,075,252 2,964,269 42.8 128,665,627 180,820,436 40.5 

  マザーズ 
売買代金 
（百万円） 

131,832 96,624 △26.7 8,173,604 5,894,082 △27.9 

  JASDAQ 
売買代金 
（百万円） 

103,704 88,679 △14.5 6,429,667 5,409,453 △15.9 

  ETF・ETN等 
売買代金 
（百万円） 

103,209 228,173 121.1 6,398,975 13,918,556 117.5 

  REIT等 
売買代金 
（百万円） 

29,136 39,031 34.0 1,806,443 2,380,945 31.8 

＜デリバティブ＞            
  TOPIX先物 
取引高 
（単位） 

73,233 84,471 15.3 4,540,465 5,152,726 13.5 

  日経平均株価 
先物取引高 
（単位） 

82,446 99,039 20.1 5,111,644 6,041,354 18.2 

  日経225mini 
先物取引高 
（単位） 

609,277 903,304 48.3 37,775,200 55,101,757 45.9 

  日経平均株価指数 
オプション取引 
金額 
(百万円）（注） 

22,809 24,129 5.8 1,414,182 1,471,850 4.1 

  長期国債先物 
取引高 
（単位） 

31,042 38,087 22.7 1,924,624 2,323,310 20.7 

（注）Weeklyオプション取引を除きます。 

 

 

②清算関連収益 

清算関連収益は、株式会社日本証券クリアリング機構が行う金融商品債務引受業に関する清算手数料等から構成され

ます。 

当第１四半期連結累計期間の清算関連収益は、主要な清算対象である現物及びデリバティブの売買が増加したことな

どから、前年同期比26.5％増の56億43百万円となりました。 
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③上場関連収益 

上場関連収益は、新規上場や上場会社の新株券発行の際に発行額に応じて受領する料金等から構成される「新規・追

加上場料」及び時価総額に応じて上場会社から受領する料金等から構成される「年間上場料」に区分されます。 

当第１四半期連結累計期間の上場関連収益は、前年同期比0.9％増の29億円となりました。 

 
・上場関連収益の内訳 

      （単位：百万円） 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日) 

    増減（％） 

上場関連収益 2,875 2,900 0.9 

  新規・追加上場料 1,060 985 △7.1 
  年間上場料 1,814 1,914 5.5 

 

＜参考＞ 
・上場会社数並びにETF、ETN及びREITの上場銘柄数 
    （単位：社、銘柄） 
  新規上場会社（銘柄）数 上場会社（銘柄）数 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日) 

前第１四半期 
連結会計期間末 

(2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結会計期間末 
(2015年６月30日) 

      増減     増減 

東証市場第一部・
第二部 

4 4 0 2,366 2,443 77 

マザーズ 5 14 9 196 214 18 

JASDAQ 4 4 0 862 824 △38 

合計 13 22 9 3,424 3,481 57 

ETF・ETN 1 2 1 179 211 32 

REIT 2 1 △1 46 52 6 

（注） 新規上場会社（銘柄）数は、テクニカル上場（合併や株式移転等により設立された会社（銘柄）の新規上場）に
係る会社（銘柄）数を除いております。 

 

・上場会社の資金調達額 
    （単位：百万円） 

  前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日) 

      増減（％） 

上場会社の資金調達額 411,760 450,612 9.4 

（注） 東証市場における公募（新規上場時の公募を含む。）、第三者割当及び株主割当による資金調達の合計金額。 
 
 
 

④情報関連収益 

情報関連収益は、情報ベンダー等への相場情報の提供に係る収益（相場情報料）のほか、指数ビジネスに係る収益及

びコーポレートアクション情報等の各種情報の提供に係る収益から構成されます。 

当第１四半期連結累計期間の情報関連収益は相場情報料が増加し、また指数ビジネスにおいてJPX日経400をはじめと

するライセンスに係る収益も増加したことなどから、前年同期比8.0％増の43億58百万円となりました。 
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⑤その他の営業収益 

その他の営業収益は、売買・相場報道等の各種システムと取引参加者・ユーザをつなぐarrownetに係る利用料、注文

の送信時間等の短縮による売買執行の効率化を目的として、システムセンター内に取引参加者及び情報ベンダー等が機器

等を設置するコロケーションサービスに係る利用料、並びに連結子会社である株式会社東証システムサービスが行うシス

テム開発・運用収益等から構成されます。 

 当第１四半期連結累計期間のその他の営業収益は、ネットワーク回線の統合によりarrownet利用料が減少したことに加

え、システム開発・運用収益が減少したことなどから、前年同期比14.0％減の19億88百万円となりました。 

 

・その他の営業収益の内訳 

    （単位：百万円） 

 

前第１四半期 
連結累計期間 

(自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日) 

当第１四半期 
連結累計期間 

(自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日) 

    増減（％） 

その他の営業収益 2,311 1,988 △14.0 

  arrownet利用料 689 555 △19.4 

  コロケーションサービス利用料 622 689 10.7 

  その他 999 743 △25.7 

（注） 前第１四半期連結累計期間におけるarrownet利用料は、ネットワーク回線統合前の株式会社大阪取引所が提供す

るGATENETに係る収益を含んでおります。 

 

（営業費用の状況） 

当第１四半期連結累計期間の人件費は、前年同期比2.2％増の37億85百万円となりました。 

システム維持・運営費は、現物及びデリバティブの売買システムをはじめとした各種システムの維持及び管理運用に係

る費用等から構成されます。当第１四半期連結累計期間のシステム維持・運営費は、前期に清算システム及びネットワー

ク回線の統合を実施したことなどにより、前年同期比9.8％減の23億30百万円となりました。 

減価償却費及び償却費は、前期に現行の現物売買システムの初期投資に係る減価償却が完了したことなどから、前年同

期比27.8％減の19億4百万円となりました。 

不動産賃借料は、東京証券取引所ビルの賃料の引下げなどにより前年同期比21.1％減の11億74百万円となりました。 

その他の営業費用は、システム開発に係る原価が減少したことなどから当第１四半期連結累計期間は前年同期比13.7％

減の23億4百万円となりました。 

 

 

（２）財政状態に関する説明 

（資産、負債及び資本の状況） 

当社グループの資産及び負債には、株式会社日本証券クリアリング機構が清算機関として引き受けた「清算引受資産・

負債」及び清算参加者から担保として預託を受けた「清算参加者預託金」が両建てで計上されております。「清算引受資

産・負債」及び「清算参加者預託金」は、多額かつ清算参加者のポジションなどにより日々変動することから、当社グル

ープの資産及び負債の額は、これらの変動に大きな影響を受けます。その他、金融商品取引の安全性を確保するための諸

制度に基づく「信認金」、「取引参加者保証金」及び「違約損失積立金」が資産及び負債または資本に両建てで計上され

ております。 

当第１四半期連結会計期間末の資産は、「清算引受資産」が減少したことなどから、前連結会計年度末に比べ2兆4,505

億82百万円減少し、25兆2,961億88百万円となりました。また、「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」

及び「違約損失積立金」を控除した後の資産は、前連結会計年度末に比べ48億67百万円増加し、2,930億16百万円となり

ました。 

当第１四半期連結会計期間末の負債は、資産と同様に「清算引受負債」が減少したことなどから、前連結会計年度末に

比べ2兆4,527億39百万円減少し、25兆524億67百万円となりました。一方、「清算引受負債」、「清算参加者預託金」、

「信認金」及び「取引参加者保証金」を控除した後の負債は、前連結会計年度末日に比べ27億11百万円増加し、698億6百

万円となりました。 

当第１四半期連結会計期間末の資本は、親会社の所有者に帰属する四半期利益の計上に伴う利益剰余金の増加などによ

り、前連結会計年度末に比べ21億56百万円増加し、2,437億21百万円となりました。また、違約損失積立金を控除した後

の資本は、2,157億73百万円となりました。 
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＜参考＞ 

 
資産合計 資本合計 

親会社の所有者に 

帰属する持分 

親会社所有者 

帰属持分比率 

 

2016年３月期第１四半期 

2015年３月期 

百万円 

25,296,188（293,016） 

27,746,771（288,149） 

百万円 

243,721（215,773） 

241,565（213,617） 

百万円 

237,646（209,698） 

235,611（207,663） 

％ 

0.9（71.6） 

0.8（72.1） 

（注） 各指標における（ ）内は、資産合計は「清算引受資産」、「清算参加者預託金」、「信認金」及び「違約損失

積立金」、資本合計及び親会社の所有者に帰属する持分は、「違約損失積立金」をそれぞれ控除して算出した数値

です。 

 

（キャッシュ・フローの状況） 

当第１四半期連結累計期間における現金及び現金同等物は、前連結会計年度末に比べ61億29百万円減少し、539億84百

万円となりました。

 

①営業活動によるキャッシュ・フロー

営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期利益169億62百万円に、営業債権及びその他の債権の増加26億

55百万円及び支払法人所得税等137億2百万円などを加減した結果、80億95百万円の収入となりました。

 

②投資活動によるキャッシュ・フロー

投資活動によるキャッシュ・フローは、無形資産の取得による支出45億85百万円などにより、54億33百万円の支出と

なりました。

 

③財務活動によるキャッシュ・フロー

財務活動によるキャッシュ・フローは、配当金の支払いなどにより、87億93百万円の支出となりました。

 

 

（３）事業上及び財務上の対処すべき課題

当第１四半期連結累計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。

 

 

（４）研究開発活動

当第１四半期連結累計期間において、該当事項はありません。

 

 

（５）経営成績に重要な影響を与える要因

当第１四半期連結累計期間における我が国金融市場では、ＴＯＰＩＸは1,500ポイント台から1,600ポイント台、日経 

平均株価は19,000円台から20,800円台で推移しました。

当社グループの収益のうち、過半を占める「取引関連収益」及び「清算関連収益」は有価証券やデリバティブ商品の

売買代金・取引高の水準に、「上場関連収益」は上場する企業の時価総額や資金調達額、新規上場会社数の水準などに

それぞれ大きく依拠しております。

したがって、当社グループの収益は、有価証券やデリバティブ商品の流通市場並びに発行市場の動向、ひいては世界

的な金融市場の動向や国内外の経済情勢の影響を大きく受けることとなります。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 1,090,000,000

計 1,090,000,000

 

②【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間末
現在発行数（株）

（2015年６月30日）

提出日現在発行数（株）
（2015年８月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 274,534,550 274,534,550
東京証券取引所  市場

第一部
単元株式数  100株

計 274,534,550 274,534,550 － －

 

 

（２）【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

 

（４）【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

 

 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
（株）

発行済株式
総数残高
（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金
増減額

（百万円）

資本準備金
残高

（百万円）

2015年４月１日

～2015年６月30日
－ 274,534,550 － 11,500 － 3,000

 

 

（６）【大株主の状況】

当四半期会計期間は第１四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 
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（７）【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（2015年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

 

①【発行済株式】

2015年６月30日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 2,600 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 274,522,100 2,745,221 －

単元未満株式 普通株式 9,850 －
一単元（100株）

未満の株式

発行済株式総数 274,534,550 － －

総株主の議決権 － 2,745,221 －

 

②【自己株式等】

2015年６月30日現在
 

所有者の氏名又は名称 所有者の住所
自己名義所有

株式数（株）

他人名義所有

株式数（株）

所有株式数の

合計（株）

発行済株式総数に

対する所有株式数

の割合（％）

株式会社日本取引所グ

ループ

東京都中央区日

本橋兜町2番1号
2,600 － 2,600 0.00

計 － 2,600 － 2,600 0.00

 

 

２【役員の状況】

該当事項はありません。
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第４【経理の状況】

１．要約四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の要約四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内

閣府令第64号。以下、「四半期連結財務諸表規則」という。）第93条の規定により、国際会計基準第34号「期中財務

報告」（以下、「IAS第34号」という。）に準拠して作成しております。 

 また、要約四半期連結財務諸表は、百万円未満を切り捨てて記載しております。 

 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第１四半期連結会計期間（2015年４月１日から2015

年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表について、有限責任監査法人トーマツによる四半期レビューを受けております。 
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１【要約四半期連結財務諸表】

（１）【要約四半期連結財政状態計算書】

   
前連結会計年度 

（2015年３月31日） 
 

当第１四半期連結会計期間 
（2015年６月30日） 

  注記 百万円   百万円 

資産        

流動資産        

現金及び現金同等物 12 60,114   53,984

営業債権及びその他の債権 12 10,300   12,955

清算引受資産 12 25,635,085   23,001,463

清算参加者預託金特定資産 6,12 1,795,095   1,973,270

信認金特定資産 6,12 492   489

未収法人所得税   4,693   9,935

その他の金融資産 12 42,869   43,468

その他の流動資産   1,844   1,916

流動資産合計   27,550,495   25,097,484

         

非流動資産        

有形固定資産 7 8,573   8,254

のれん 7 67,374   67,374

無形資産 7 27,631   29,990

退職給付に係る資産   5,424   5,427

持分法で会計処理されている投資   6,806   7,111

違約損失積立金特定資産 6,12 27,948   27,948

その他の金融資産 12 39,682   39,740

その他の非流動資産   5,605   5,620

繰延税金資産   7,230   7,235

非流動資産合計   196,276   198,704

         

資産合計   27,746,771   25,296,188
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前連結会計年度 

（2015年３月31日） 
 

当第１四半期連結会計期間 
（2015年６月30日） 

  注記 百万円   百万円 

負債及び資本        

負債        

流動負債        

営業債務及びその他の債務 12 4,712   3,522

借入金 12 32,500   32,500

清算引受負債 12 25,635,085   23,001,463

清算参加者預託金 6,12 1,795,095   1,973,270

信認金 6,12 492   489

取引参加者保証金 6,12 7,437   7,437

未払法人所得税等   7,852   5,414

その他の流動負債   5,626   11,743

流動負債合計   27,488,802   25,035,840

         

非流動負債        

退職給付に係る負債   7,039   7,143

その他の非流動負債   2,488   2,597

繰延税金負債   6,875   6,885

非流動負債合計   16,403   16,626

         

負債合計   27,505,206   25,052,467

         

資本        

資本金   11,500   11,500

資本剰余金   59,726   59,726

自己株式   △5   △5

その他の資本の構成要素   14,828   14,875

利益剰余金 6 149,562   151,550

親会社の所有者に帰属する持分合計   235,611   237,646

非支配持分   5,954   6,074

資本合計   241,565   243,721

         

負債及び資本合計   27,746,771   25,296,188
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（２）【要約四半期連結損益計算書】

 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  注記 百万円   百万円 

収益        

営業収益 8 24,826   27,802

その他の収益   32   18

収益計   24,858   27,821

費用        

営業費用 9 13,083   11,498

その他の費用   16   32

費用計   13,099   11,531

持分法による投資利益   399   446

営業利益   12,157   16,737

         

金融収益 10 199   234

金融費用 10 11   9

税引前四半期利益   12,345   16,962

         

法人所得税費用   4,326   6,060

四半期利益   8,018   10,902

         

四半期利益の帰属        

親会社の所有者   7,921   10,773

非支配持分   97   129

四半期利益   8,018   10,902

         

１株当たり四半期利益        

基本的１株当たり四半期利益（円） 11 28.85   39.24

希薄化後１株当たり四半期利益（円） 11 －   －
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（３）【要約四半期連結包括利益計算書】

 

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  注記 百万円   百万円 

四半期利益   8,018   10,902

その他の包括利益        

純損益に振り替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて測定する金融

資産の公正価値の純変動 
12 △140   47

持分法適用会社におけるその他の包括利

益に対する持分 
  △0   0

その他の包括利益（税引後）   △140   47

四半期包括利益   7,878   10,949

         

四半期包括利益の帰属        

親会社の所有者   7,781   10,820

非支配持分   97   129

四半期包括利益   7,878   10,949

 

- 16 -



（４）【要約四半期連結持分変動計算書】

    親会社の所有者に帰属する持分 

    資本金   資本剰余金   自己株式  
その他の資本の

構成要素 

  注記 百万円   百万円   百万円   百万円 

2014年４月１日時点の残高   11,500   59,726   △5   9,225

四半期利益   －   －   －   －

その他の包括利益（税引後）   －   －   －   △140

四半期包括利益合計   －   －   －   △140

配当金の支払 13 －   －   －   －

その他の資本の構成要素から利益剰余

金への振替 
  －   －   －   △29

所有者との取引額合計   －   －   －   △29

2014年６月30日時点の残高   11,500   59,726   △5   9,056

                 

2015年４月１日時点の残高   11,500   59,726   △5   14,828

四半期利益   －   －   －   －

その他の包括利益（税引後）   －   －   －   47

四半期包括利益合計   －   －   －   47

配当金の支払 13 －   －   －   －

所有者との取引額合計   －   －   －   －

2015年６月30日時点の残高   11,500   59,726   △5   14,875
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    親会社の所有者に帰属する部分 

  非支配持分   資本合計 
    利益剰余金   合計 

  注記 百万円   百万円   百万円   百万円 

2014年４月１日時点の残高   126,655   207,101   5,675   212,777

四半期利益   7,921   7,921   97   8,018

その他の包括利益（税引後）   －   △140   －   △140

四半期包括利益合計   7,921   7,781   97   7,878

配当金の支払 13 △7,412   △7,412   △10   △7,422

その他の資本の構成要素から利益剰余

金への振替 
  29   －   －   －

所有者との取引額合計   △7,382   △7,412   △10   △7,422

2014年６月30日時点の残高   127,193   207,470   5,762   213,233

                 

2015年４月１日時点の残高   149,562   235,611   5,954   241,565

四半期利益   10,773   10,773   129   10,902

その他の包括利益（税引後）   －   47   －   47

四半期包括利益合計   10,773   10,820   129   10,949

配当金の支払 13 △8,785   △8,785   △8   △8,793

所有者との取引額合計   △8,785   △8,785   △8   △8,793

2015年６月30日時点の残高   151,550   237,646   6,074   243,721
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（５）【要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

   
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  注記 百万円   百万円 

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前四半期利益   12,345   16,962

減価償却費及び償却費   2,769   2,052

金融収益   △199   △234

金融費用   11   9

持分法による投資利益   △399   △446

営業債権及びその他の債権の増減（△は増

加） 
  △2,924   △2,655

営業債務及びその他の債務の増減（△は減

少） 
  △591   △332

退職給付に係る資産の増減（△は増加）   △69   △3

退職給付に係る負債の増減（△は減少）   80   104

その他   8,076   5,985

小計   19,098   21,441

利息及び配当金の受取額   358   366

利息の支払額   △11   △9

支払法人所得税等   △22,603   △13,702

営業活動によるキャッシュ・フロー   △3,158   8,095

投資活動によるキャッシュ・フロー        

定期預金の預入による支出   △2,500   △7,000

定期預金の払戻による収入   23,200   6,400

有形固定資産の取得による支出   △1,223   △248

無形資産の取得による支出   △3,159   △4,585

その他   192   0

投資活動によるキャッシュ・フロー   16,509   △5,433

財務活動によるキャッシュ・フロー        

支払配当金   △7,412   △8,785

その他   △10   △8

財務活動によるキャッシュ・フロー   △7,422   △8,793

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   5,928   △6,131

現金及び現金同等物の期首残高   50,713   60,114

現金及び現金同等物の為替変動による影響   △1   2

現金及び現金同等物の四半期末残高   56,640   53,984
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【要約四半期連結財務諸表注記】

１．報告企業 

 株式会社日本取引所グループ（以下、「当社」という。）は日本に所在する株式会社で、登記されている本社の

住所は、東京都中央区日本橋兜町２番１号です。当社の要約四半期連結財務諸表は、2015年６月30日を報告日と

し、当社及びその子会社（以下、「当社グループ」という。）並びに関連会社に対する当社グループの持分により

構成されております。当社グループは金融商品取引法及び関連する諸法令の規制の下、事業を行っており、主な事

業内容は、取引所金融商品市場の開設・運営及び金融商品債務引受等です。 

 

２．作成の基礎 

(1）IFRSに準拠している旨 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、四半期連結財務諸表規則第１条の２の要件を満たすことから、四

半期連結財務諸表規則第93条の規定により、IAS第34号に準拠して作成しており、年度の連結財務諸表で要求さ

れる全ての情報が含まれていないため、前連結会計年度の連結財務諸表と併せて利用されるべきものです。 

 

(2）要約四半期連結財務諸表の承認 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、2015年８月12日に、取締役兼代表執行役グループＣＥＯ清田瞭及

び常務執行役ＣＦＯ岩永守幸によって承認されております。 

 

(3）機能通貨及び表示通貨 

当社グループの要約四半期連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、百万円未満

を切り捨てて表示しております。 

 

３．重要な会計方針 

 当社グループの要約四半期連結財務諸表において適用する重要な会計方針は、前連結会計年度に係る連結財務諸

表において適用した会計方針と同一です。 

 なお、当第１四半期の法人所得税費用は、見積年次実効税率を基に算定しております。 

 

４．重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 

 要約四半期連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用の金額に

影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、その性質上これらの見積り

とは異なる場合があります。 

 見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを見直

した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。 

 経営者が行った要約四半期連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは、原則として前連結会計

年度に係る連結財務諸表と同様です。 

 

５．事業セグメント 

(1）一般情報 

 当社グループは、金融商品取引所事業の単一セグメントであるため、記載を省略しております。 

 

(2）製品及びサービスに関する情報 

 注記「８．営業収益」に同様の情報を開示しているため、記載を省略しております。 
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６．金融商品取引の安全性確保のための諸制度に基づく資産・負債 

 清算参加者預託金は、清算参加者の決済不履行により株式会社日本証券クリアリング機構が被る損失に備えるた

め、同社が清算参加者に預託を求めている担保（清算基金等の清算預託金、取引証拠金、当初証拠金及び変動証拠

金）です。

 信認金は、取引参加者の債務不履行により有価証券売買等の委託者等が被る損失に備えるため、株式会社東京証

券取引所及び株式会社大阪取引所が取引参加者に預託を求めている担保です。

 取引参加者保証金は、取引参加者の債務不履行により株式会社東京証券取引所及び株式会社大阪取引所が被る損

失に備えるため、両社が取引参加者に預託を求めている担保です。

 各担保は、金銭又は代用有価証券（各社の規則で認められたものに限る）で預託され、このうち金銭による預託

については、要約四半期連結財政状態計算書の資産・負債に両建てで計上しております。

 一方、代用有価証券で預託された担保については、要約四半期連結財政状態計算書に計上しておりません。な

お、各担保の代用有価証券の公正価値は以下のとおりです。

 
前連結会計年度 

（2015年３月31日） 
 

当第１四半期連結会計期間 
（2015年６月30日） 

  百万円   百万円 

清算参加者預託金代用有価証券 3,070,924   3,024,691

信認金代用有価証券 1,739   1,623

取引参加者保証金代用有価証券 3,295   3,085

 

 また、違約損失積立金は、清算業務に関して株式会社日本証券クリアリング機構が被った損失を補填するための

積立金です。 

 

７．有形固定資産、のれん及び無形資産 

 「有形固定資産」、「のれん」及び「無形資産」の帳簿価額の増減は以下のとおりです。 

  有形固定資産   のれん   無形資産 

  百万円   百万円   百万円 

2015年４月１日残高 8,573   67,374   27,631

個別取得 143   －   3,949

減価償却費及び償却費 △461   －   △1,590

減損損失 －   －   －

売却又は処分 －   －   －

2015年６月30日残高 8,254   67,374   29,990

 

８．営業収益 

 「営業収益」の内訳は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  百万円   百万円 

取引関連収益 11,140   12,912

清算関連収益 4,462   5,643

上場関連収益 2,875   2,900

情報関連収益 4,035   4,358

その他 2,311   1,988

合計 24,826   27,802
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９．営業費用 

 「営業費用」の内訳は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  百万円   百万円 

人件費 3,702   3,785

システム維持・運営費 2,584   2,330

減価償却費及び償却費 2,637   1,904

不動産賃借料 1,488   1,174

その他 2,669   2,304

合計 13,083   11,498

 

10．金融収益及び金融費用 

 「金融収益」及び「金融費用」の内訳は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

 
当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

  百万円   百万円 

       

受取配当金 170   203

受取利息 28   31

金融収益 計 199   234

支払利息 11   9

金融費用 計 11   9

 

11．１株当たり四半期利益 

 当第１四半期連結累計期間の基本的１株当たり四半期利益の計算は、親会社の所有者に帰属する四半期利益

10,773百万円（前第１四半期連結累計期間：7,921百万円）及び加重平均普通株式数274,531千株（前第１四半期連

結累計期間：274,531千株）に基づき計算しております。希薄化後１株当たり四半期利益については、潜在株式が

存在しないため記載しておりません。 

 

12．金融商品 

(1）金融資産及び負債の分類 

 金融資産及び負債の帳簿価額及び会計上の分類は以下のとおりです。 

 

前連結会計年度（2015年３月31日） 

① 金融資産 

 
純損益を通じて公正
価値で測定される金

融資産 
 

その他の包括利益を
通じて公正価値で測
定される金融資産 

 
償却原価で測定され

る金融資産 

  百万円   百万円   百万円 

現金及び現金同等物 －   －   60,114

営業債権及びその他の債権 －   －   10,300

清算引受資産 25,635,085   －   －

清算参加者預託金特定資産 －   －   1,795,095

信認金特定資産 －   －   492

違約損失積立金特定資産 －   －   27,948

その他の金融資産 －   39,139   43,411

合計 25,635,085   39,139   1,937,362
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② 金融負債 

 
純損益を通じて 

公正価値で測定される金融負債 
 

償却原価で測定される 
金融負債 

  百万円   百万円 

営業債務及びその他の債務 －   4,712

借入金（流動） －   32,500

清算引受負債 25,635,085   －

清算参加者預託金 －   1,795,095

信認金 －   492

取引参加者保証金 －   7,437

合計 25,635,085   1,840,238

 

当第１四半期連結会計期間（2015年６月30日） 

① 金融資産 

 
純損益を通じて公正
価値で測定される金

融資産 
 

その他の包括利益を
通じて公正価値で測
定される金融資産 

 
償却原価で測定され

る金融資産 

  百万円   百万円   百万円 

現金及び現金同等物 －   －   53,984

営業債権及びその他の債権 －   －   12,955

清算引受資産 23,001,463   －   －

清算参加者預託金特定資産 －   －   1,973,270

信認金特定資産 －   －   489

違約損失積立金特定資産 －   －   27,948

その他の金融資産 －   39,197   44,011

合計 23,001,463   39,197   2,112,659

 

② 金融負債 

 
純損益を通じて 

公正価値で測定される金融負債 
  償却原価で測定される金融負債 

  百万円   百万円 

営業債務及びその他の債務 －   3,522

借入金（流動） －   32,500

清算引受負債 23,001,463   －

清算参加者預託金 －   1,973,270

信認金 －   489

取引参加者保証金 －   7,437

合計 23,001,463   2,017,219

 

(2）公正価値ヒエラルキー 

 IFRS第13号「公正価値測定」は、公正価値の測定に利用するインプットの重要性を反映させた公正価値のヒエ

ラルキーを用いて、公正価値の測定を分類することを要求しております。 

 公正価値の測定に用いられる公正価値の階層（公正価値ヒエラルキー）の定義は次のとおりです。 

 

・レベル１：同一の資産又は負債に関する活発な市場における無修正の相場価格 

・レベル２：資産又は負債に関する直接又は間接に観察可能な、レベル１に含まれる相場価格以外のインプッ

トを用いて算定された公正価値 

・レベル３：資産又は負債に関する観察可能でないインプットを用いて算定された公正価値 
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 金融商品の公正価値ヒエラルキーのレベルは、公正価値の測定の重要なインプットのうち、最も低いレベルに

より決定されます。 

 上記の定義に基づき、要約四半期連結財政状態計算書において経常的に公正価値で測定されている金融資産及

び金融負債の公正価値ヒエラルキーは次のとおりです。 

 

前連結会計年度（2015年３月31日） 

  レベル１   レベル２   レベル３ 

  百万円   百万円   百万円 

清算引受資産 739,609   24,895,475   －

その他の金融資産 37,759   －   1,380

合計 777,369   24,895,475   1,380

清算引受負債 739,609   24,895,475   －

合計 739,609   24,895,475   －

 

当第１四半期連結会計期間（2015年６月30日） 

  レベル１   レベル２   レベル３ 

  百万円   百万円   百万円 

清算引受資産 525,425   22,476,037   －

その他の金融資産 37,817   －   1,380

合計 563,242   22,476,037   1,380

清算引受負債 525,425   22,476,037   －

合計 525,425   22,476,037   －

 

 要約四半期連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産及び金融負債の帳簿価額、公正価値

及び公正価値ヒエラルキーは以下のとおりです。 

 

前連結会計年度（2015年３月31日） 

  帳簿価額   公正価値   公正価値ヒエラルキー 

  百万円   百万円    

その他の金融資産 43,411   43,433   レベル１によっております。

合計 43,411   43,433    

 

当第１四半期連結会計期間（2015年６月30日） 

  帳簿価額   公正価値   公正価値ヒエラルキー 

  百万円   百万円    

その他の金融資産 44,011   44,030   レベル１によっております。

合計 44,011   44,030    
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 なお、要約四半期連結財政状態計算書上、公正価値で測定されていない金融資産・金融負債のうち、下記の項

目については、いずれも短期であり、帳簿価額が公正価値の合理的な近似値となっているため、公正価値を開示

しておりません。 

 

・現金及び現金同等物 

・営業債権及びその他の債権 

・清算参加者預託金特定資産 

・信認金特定資産 

・違約損失積立金特定資産 

・営業債務及びその他の債務 

・借入金（流動） 

・清算参加者預託金 

・信認金 

・取引参加者保証金 

 

13．配当金 

(1) 配当金支払額 

（決議） 株式の種類   配当金の総額  
１株当たり 
配当額 

  基準日   効力発生日 

      百万円   円        

2014年５月13日取締役会 普通株式   7,412   27.00  
2014年 

３月31日 
 

2014年 

５月28日 

2015年５月13日取締役会 普通株式   8,785   32.00  
2015年 

３月31日 
 

2015年 

５月26日 

 

(2) 基準日が当第１四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌四半期となるもの 

 該当事項がありません。 

 

14．偶発事象 

保証債務額 

 当社グループは、従業員の金融機関からの住宅取得借入に対して以下のとおり債務保証を行っております。 

前連結会計年度 
（2015年３月31日） 

 
当第１四半期連結会計期間 

（2015年６月30日） 

百万円   百万円 

2,133   2,091

 

係争事件 

 2005年12月８日に発生したみずほ証券株式会社によるジェイコム株式会社株式の誤発注事件に関して、みずほ

証券株式会社から提起されておりました、当社の連結子会社である株式会社東京証券取引所に対する41,578百万

円の損害賠償請求事件について、2013年７月24日、東京高等裁判所より、株式会社東京証券取引所に賠償金

（10,712百万円及び遅延損害金）の支払いを命ずる第一審判決の一部を変更するとともに、同判決に基づく強制

執行を免れるために株式会社東京証券取引所が支払った13,213百万円と本判決による認容額12,870百万円との差

額342百万円を株式会社東京証券取引所に返還することをみずほ証券株式会社に命ずる旨の控訴審判決が言い渡

されました。 

 当判決を不服として、最高裁判所に対し、みずほ証券株式会社が上告の提起及び上告受理の申立てを、株式会

社東京証券取引所が附帯上告の提起及び附帯上告受理の申立てを行っており、現在係争中です。 
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15．後発事象 

（株式分割及び定款の一部変更） 

 当社は、2015年７月28日、株式分割並びに株式分割に伴う定款の一部変更を決定いたしました。 

１．株式分割及び定款の一部変更の目的 

株式分割を行い投資単位当たりの金額を引き下げることにより、当社株式の流動性の向上と投資家層の更

なる拡大を図ることを目的とするものです。 

 

２．株式分割の概要 

（１）分割の方法 

2015年９月30日を基準日として、同日最終の株主名簿に記載又は記録された株主の所有する普通株式

を、１株につき２株の割合をもって分割いたします。 

（２）分割により増加する株式数 

株式の分割前の発行済株式総数 274,534,550株 

株式の分割により増加する株式数 274,534,550株 

株式の分割後の発行済株式総数 549,069,100株 

株式の分割後の発行可能株式総数 2,180,000,000株 

（３）分割の日程 

基準日公告日 2015年９月11日 

基準日 2015年９月30日 

効力発生日 2015年10月１日 

 

 なお、当該株式分割が前連結会計年度の期首に行われたと仮定した場合の、前第１四半期連結累計期間及び

当第１四半期連結累計期間における１株当たり情報は以下のとおりです。 

 
前第１四半期連結累計期間 
（自 2014年４月１日 
至 2014年６月30日） 

当第１四半期連結累計期間 
（自 2015年４月１日 
至 2015年６月30日） 

基本的１株当たり四半期利益（円） 14.43 19.62
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２【その他】

（剰余金の配当）

2015年５月13日開催の取締役会において、剰余金の配当につき次のとおり決議いたしました。

①配当金の総額 8,785百万円

②１株当たり配当金 32.00円

③効力発生日 2015年５月26日

 

（重要な訴訟事件等）

当社グループに関する重要な訴訟事件等については、要約四半期連結財務諸表注記「14.偶発事象」に記載のとお

りです。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
該当事項はありません。
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  独立監査人の四半期レビュー報告書  

 

2015年８月12日

株式会社日本取引所グループ 

取  締  役  会 御中 

 

有限責任監査法人トーマツ 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 宮坂  泰行    印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 藤本  貴子    印 

 

 
指定有限責任社員 

業務執行社員 
  公認会計士 石川  航史    印 

 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社日本取

引所グループの2015年４月１日から2016年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結会計期間（2015年４月１日から

2015年６月30日まで）及び第１四半期連結累計期間（2015年４月１日から2015年６月30日まで）に係る要約四半期連結財

務諸表、すなわち、要約四半期連結財政状態計算書、要約四半期連結損益計算書、要約四半期連結包括利益計算書、要約

四半期連結持分変動計算書、要約四半期連結キャッシュ・フロー計算書及び要約四半期連結財務諸表注記について四半期

レビューを行った。 

 

要約四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 

 経営者の責任は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」第93条の規定により国際会計基準第

34号「期中財務報告」に準拠して要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬

による重要な虚偽表示のない要約四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。 

 

監査人の責任 

 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から要約四半期連結財務諸表に対

する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準

拠して四半期レビューを行った。 

 四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質

問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認

められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。 

 当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

 

監査人の結論 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の要約四半期連結財務諸表が、国際会計基準第34号「期中財務報

告」に準拠して、株式会社日本取引所グループ及び連結子会社の2015年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了

する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべ

ての重要な点において認められなかった。 

 

利害関係 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

 

以  上

 

（注）１．上記は四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。 

２．ＸＢＲＬデータは四半期レビューの対象には含まれていません。 
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１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

当社取締役兼代表執行役グループＣＥＯ清田瞭及び当社常務執行役ＣＦＯ岩永守幸は、当社の第15期第１四半期

（自 2015年４月１日  至 2015年６月30日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載され

ていることを確認しました。

 

２【特記事項】

特記すべき事項はありません。

 


